
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

生趣墨菫壺星勤塗左」壁塾

1 事業の成果
知的障がいをもつ人を対象とした生活介護事業として、 [千住ひまわり作業所 。東六月町ひまわり作
業所 。江北ひまわり作業所]、 居宅介護事業・移動支援事業として、[あだちひまわリサポー ト]、 特
定相談支援事業・障害児相談支援事業として [相談室あだち]、 共同生活援助事業として [グループホ
ームひまわり]を運営した。グループホームひまわりは、満床となり順調に運営をしている。放課後
等デイサービスひまわりは現在活動を停止中。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【187,349】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

障害者総合支
援法に基づ く
障害福祉サー
ビス

生活介護事業

(食事・排泄等の介護、日

常生活上の支援、軽作業

等の生産活動や創作的活

動の機会の提供)

月曜 日～

金曜 日

8:30へ 1́
6:30

足立区千

住 。東六

月町・江

」ヒ

30人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

者

77人 132,631

居宅介護事業

(身体介護、家事援助)
365 日

足立区

花畑

7人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

児・者

3人 240

児童福祉法に
基づく障害児
通所支援事業

放課後等デイサービス事
業

(障害児が日常生活におけ
る基本動作を習得 し、及
び集団生活に適応するこ

とができるよう支援する)

0 0 0

障害者総合支
援法に基づく
地域生活支援
事業

移動支援事業
(屋外での移動が困難な障
害者に外出介助を行う)

3651]
足立区

花畑
10人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

児・者

37人 5,277

共同生活援助事業
365日 足立区

保塚町
8人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

者

6人 38,932



障害者総合支
援法に基づく
特定相談支援
事業

障害者総合支援法に基づ
く特定相談支援事業

月曜 日～

金曜 日

8:30～ 1

6:30

足立区

千住
3人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障害

者

82人 7,188

児童福祉法に
基づく障害児
相談支援事業

障害児相談支援事業
(障害児に対して相談支
援を行う。)

月曜 日～

金曜 日

8:30～ 1
6:30

足立区

千住

3人

足立区、

足立区周

辺の地域

知的障碍

児

30人 3,081

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

襄業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業がな主な場合)
ち

受取り助成金
サービス推進費
法人運営補助金

162,814,275
18.099,0001

19,224,0001

利用者負担金収益 12,069,6851

5 その他の収益
受取り禾11.息 .

その他の収益

1,048
412.305

413.353

収  益
経  常

01

98,5881

6,044,827

1,381,078

2,650,7001

161,380

4,864,902

5,047,650

473,680

1,238,780

01

1,200
5,709

2,065,8701

121,0001

耗
繕
借
務
金

消
修
賃
業
謝

1

2

408

費

給料手当
雑給
福利厚生費
退職給付費用
通勤費

82,677,205
33,110,519
11,448,736
3,770,670

1,116,638

支払手数料
地代家賃
租税公課
研修費
保険料
諸会費
車両費
減価償却費
固定資産除却損
就労支援事業支出

1,549,151
6,102,766

3

8,233,070

費

費
　
　
託

品
費
料
委

旅費交通費
水道光熱費
通信運搬費

雑給
福利厚生費
退職給付費用

1,418,825

6,000

60,000

旅費交通費
通信運搬費

賃借料
支払手数料

租税公課
諸会費
固定資産除却損

4.0001

113.2881

671,6581

1501

7581

4,8001

2

1

400

法 人

327.835.436
住

正味財産額 0



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4 年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

人 だ ち

単位 :円
金   輌 小計・ 合計

l資産
¨
　

　

　

　

　

　

　

１

１

１
ロ

ー
　
　
　
　
　
　
　
書

現金預金
立替金
前払費用
未収入金

115,360,366
776

610,000
28,150,862

定資産

【́

2

建物
付属設備
車両運搬具
工具器具備品

減価償却累計額
土地

92,623,455
43,581,025
327,803
2,808,040
△ 10426750
100,821,460

【A】 資 産 合 計 ①+② 373,857,03

負 債 の 部

負債

未払費用
未払消費税等
預り金

5,376,602
0

2,591,698

7.968.300債合計 ③
| 0定負債2

債合計  ・・・④
7.968.30(針 計 ③ +④

B-2

38,053,301
327 ,835,436

365.888.737

373,857,037【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



堕隆三涯璽整塁

重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基
準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は、原価基準により評価方法は総平均法によっています。

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて建物は定額法、その他の資産は定率法で償却をしています。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2.事業費の内訳

事業費の区分は以下の通りです。

3.固定資産の増減内訳
固定資産の増減は以下の通りです。

科  目 生活介護
(3作業所)

居宅介護事

業

相談支援事

業

グループ
ホーム事業

事業費計

53,871,230

26,098,112

23,813,672

4,127,996

29,400

819,374

7,943,721

1,856,647

16,734,258

6,983,007

5,009,946

82,677,205

33,110,519

31,499,639

103,783,014 4,976,770 9,800,368 28,727,211
ｎ

ｖ 147,287,363

4,541,454

710,598

2,278,238

4,179,687

4,554,850

1,566,860

1,019,167

8,233,070

1,763,852 239,726

35,400

230,202

880

33,790

158,888

25,310

164,340

110,390

9,687

6,062,047

1,467,973

414,968

371,582

520,875

492,800

354,830

520,297

6,044,8271

1,381,078.

2,650,700

4,864,902

5,047,650

2,065,870

1,549,151

8,233,070

8,224,513

28,847,776 539,998 468,615 10,205,372 ｎ

Ｖ 40,061,761

187.349.124132,630,790 5,516,768 10,268,983 38,932,583

(1)人件費
給料手当

雑給

法定福利費等

人件費計

(2)その他経費
水道光熱費

通信運搬費

消耗品費

賃借料

業務委託費

保険料

車両費

就労継続支援事業支出

その他

その他経費計

合  計

科  目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

92,623,455

43,581,025

516,532

2,859,272

100,821,460

0

0

327,803

253,220

0

0

0

516,532

304,452

0

92,623,455

43,581,025

327,803

2,808,040

100,821,460

△ 3,999,530

△ 4,075,012

△ 13,657

△ 2,338,551

0

88,623,925

39,506,013

314,146

469,489

100,821,460

240,401,744 581,023 820,984 240,161,783 △ 10,426,750 229,735,033

建物

附属設備

車両運搬具

工具器具備品

土地

合  計



4.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

内役員及び近
親者との取引科 目

財務諸表に計
上された金額

(該当なし)



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録

776
610,0001
28,150,862

現金預金
手許現金
瀧野川信用金庫五反野支店
足立成和信用金庫本店

立替金
前払費用
未収入金

214,354
110,645,333
4,500,679

(1)有形固定資産
建物
付属設備
車両運搬具
工具器具備品

減価償却累計額
土地
固定資産合計

|

92,623,455.
43,581,0251
327,803
2,808,040‐

1  229,735.033

△ 10426750
100,821,460

373 857(〕 87

2

【A】 資 産 合 計 ①+②

】 負 慣  1 )部

ｒ

ｉ
ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

□流

未払金
未払消費税等
預り金

t色債合計  ・・・0
1    2.591,6981

1           1   7.968,300

の

2 固定負債
間 申 色 僣 合 計

【I

【B― ¬】負 債 合 計 ③+④ 7,968,300

365,888,737【B-2】 正 味 財 産 合 計  【A】 ― 【8-1】



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
団各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 逝ン・監事
ハラキ  ケイコ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年 月

月

日

日年原木 慶子

2 く)・ 監事
クマカ
゛
イ  エイコ 令和4年 4月  1日

令和5年  3月  31日

年

年

月

月

日

日熊谷 英子

3 <ン・監事
ソエシ
゛
マ  ヨシヨ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年   月 日

日年 月副島 美子

4 てン・監事
ヤマタ
゛
  ナオミ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年  月  日山田 尚美

5 理事・{>
クシ
゛
ラオカ  シ
゛
ュン 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年   月   日鯨岡 順

6 理事・{〉
オオブ  ルリコ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月 31日

年   月 日

日年 月大野 ル リ子

7 理事・監事

年

年

月

月

日

Fl

年

年

月

月

日

日

8 理事 。監事
年   月    日

年   月   日

年  月  日

年 月 日

9 理事 。監事
年   月   日

年   月   日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年

年

月    日

月    日

年   月   日

年  月  日

特定非営利活動法人あだち



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人あだち

氏    名

1 原木 慶子

2 熊谷 英子

3 副島 美子

4 山田 尚美

5 鯨岡 順

6 大野 ルリ子

7 山本 久美子

8 近藤 静吾

9 野口 理子

10 江黒 由美子

11

12


